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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載して
おりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載
した書面を一律でお送りいたします。

第76回定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2022年10月１日から2023年９月30日まで）
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制についての概要は以下のとおりであります。
①　当社及び当社子会社における取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制
１）当社及び当社子会社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制として、「取締役規定」、「就業規則」、「アジア航測グループ役職
員行動規範」を策定し、その旨を当社グループの全役職員に周知する。

２）当社グループは、当社及び当社子会社のコンプライアンス経営に資するため、「コンプラ
イアンス委員会規定」（「ユニット・コンプライアンス委員会運用細則」を含む）、「内
部通報規定」を策定し、コンプライアンス体制を構築する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制として、「社内諸規定
管理規定」、「経理規定」、「文書保管保存規定」及び「インサイダー取引防止規定」を策定
し、これに従う。
③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
１）当社は、損失の危険の管理に関する規定その他の体制として、「リスク管理規定」におい
て当社グループが事業を遂行する上でのリスク管理を規定し、航空機運航、コンプライア
ンス等に係るリスクについては、各リスク管理関係部門により当社子会社を含めて管理す
る。

２）当社は、災害等の緊急事態に陥った際に無計画な指示・行動に起因する混乱を回避し、業
務の早期回復を行うために、「アジア航測グループ災害リスク対応マニュアル」を策定
し、当社及び当社子会社における危機管理対応がとれる体制とする。

３）当社の内部監査部門は、各リスク管理関係部門の適正性及び適切性について、独立した立
場から監査を実施し、その結果を社長と監査等委員会に報告する。

④　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）当社及び当社子会社は、取締役の職務が適正かつ効率的に行われることを確保する体制と
して、「組織・職務権限規定」、「取締役会規定」等を策定し、取締役の担当（分掌）に
ついては適宜自社の取締役会にて決定の上、権限範囲と責任を明確にする。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

２）当社は、当社子会社に対して、「組織・職務権限規定」、「取締役会規定」等について指
導し、自律的に策定させることにより、当社子会社における当該体制を構築させる。

⑤　当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
１）当社は、当社子会社に取締役を１名以上派遣するとともに、当社子会社に対して、自社の
取締役会及び業績状況等について定期的に当社へ報告させる。

２）当社は、当社子会社において重要な事象が発生した場合には、当社へ報告させる。
⑥　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）当社及び当社子会社は、それぞれが自律的に業務の適正を確保するための体制を構築する
ことを基本としつつ、当社が適切に当社子会社の管理及び支援を行うことにより、当社及
び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する。

２）当社は、当社子会社の役員（取締役）選任及び重要事項について、当社の稟議決裁及び取
締役会の承認を経て行い、当社グループ全体における業務の適正を確保する。

３）当社は、当社子会社のモニタリング等を定期的に行うとともに、当社子会社に対して、必
要に応じてコンプライアンスに関する事項について助言等を行う。

４）当社は、当社子会社の役職員を含め、当社が設置するコンプライアンス委員会事務局相談
窓口及び社外弁護士相談窓口を利用できることとする。

⑦　当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
１）当社は、当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

は、監査等委員会と協議の上、兼務使用人を配置できるものとし、監査等委員会の職務が
適切に行われるようにする。

２）当社は、兼務使用人の人事について、任命、異動、人事考課を含め監査等委員会と事前に
協議を行い、同意を得た上で決定するものとし、取締役会からの独立性を確保する。

⑧　監査等委員会に報告するための体制及び報告したことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
１）当社グループは、「内部通報規定」において、当社グループの全役職員が当社の監査等委
員会に対して直接通報を行うことができることを定める。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

２）当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をし
たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの全役職員
に周知する。

⑨　当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員会がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした場合に
は、当該監査等委員会の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
又は債務を処理する。
⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）当社は、その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制とし
て、「監査等委員会規定」、「監査等委員会監査等基準」を策定する。社長と常勤の監査
等委員である取締役は、原則として月１回の意見交換会を実施する。

２）当社は、監査等委員会の職務の遂行に当たり、監査等委員会が必要と認めた場合には、弁
護士、公認会計士、税理士等の外部専門家との連携を図ることができるものとする。

⑪　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
１）当社は、反社会的勢力への対応として、不当な要求を受けた場合は、安易な金銭的解決を
図ることなく毅然とした態度で対応する旨、「アジア航測グループ役職員行動規範」に定
め、周知徹底する。

２）当社は、日頃より警察、弁護士等の外部専門機関との連絡を密にし、有事には総務担当部
門が中心となって外部専門機関と連携しながら対応する。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①　コンプライアンスに関する取り組み
当社グループはコンプライアンスを経営の基本とし、「アジア航測グループ役職員行動規
範」の周知徹底、全社コンプライアンス委員会並びに各地域のユニット・コンプライアンス委
員会の定期的な活動等を通じて、全役職員に対するコンプライアンス教育を実践しておりま
す。
また、内部通報規定により、外部窓口として社外弁護士を直接相談・通報先に定める等、コ
ンプライアンスの実効性の向上に努めております。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

②　リスク管理体制に関する取り組み
当社グループでは「リスク管理規定」を設け、適宜リスク内容及び対策方法の見直しを行っ
ております。また、当社は航空機の安全運航を徹底することはもとより、万一の緊急事態の発
生に備え、緊急時対応の模擬訓練を定期的に行っている他、大規模災害の発生に伴う当社事業
の継続性を確保すべく「アジア航測グループ災害リスク対応マニュアル」の整備・周知に努め
ております。
品質に関するリスクに対しては「いいものつくろうマニュアル」による品質管理を実行し、
維持向上に取り組んでおります。
③　取締役の職務の執行の適正及び効率性の確保に関する取り組み
当社の取締役会には社外取締役２名を含む取締役９名に加え、監査等委員である社外取締役
２名を含む監査等委員３名が出席しております。当社第76期における取締役会は14回開催さ
れ、各議案に対して活発な意見交換を行い、適切な意思決定を実行しております。
また、当社は経営と執行の機能と責任を明確にし、経営の迅速化、効率化を図るために執

行役員を置き、当社第76期における執行役員会は12回開催しております。
④　当社グループの業務の適正の確保に関する取り組み
当社は、当社子会社に取締役及び監査役をそれぞれ１名以上派遣し、適切に管理及び支援を
行いつつ、自律的に業務の適正性が確保できるよう指導しております。また、内部監査部門に
よる定期的なモニタリングを実施することで、企業集団全体における業務の適正性の確保に努
めております。
⑤　監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保に関する取り組み
当社の監査等委員会は常勤監査等委員１名と、非常勤である監査等委員２名から構成され、
当社第76期における監査等委員会は14回開催しております。監査等委員会では取締役会の議
案内容について予め審議し、その結果は取締役会の場で適宜意見されております。また、常勤
監査等委員が執行役員会へ出席している他、監査等委員が必要に応じその他の重要な会議にも
出席できるよう、監査が実効的に行われるための体制を確保しております。
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連結注記表

連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　12社
連結子会社の名称
　株式会社ユニテック
　株式会社タックエンジニアリング
　株式会社アドテック
　株式会社プライムプラン
　サン・ジオテック株式会社
　株式会社村尾技建
　株式会社テクノス
　株式会社エコロジーサイエンス
　株式会社中部テクノス
　株式会社ジオテクノ関西
　株式会社四航コンサルタント
　Asia Air Survey Myanmar Co., Ltd.

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社
　株式会社未来共創研究所
　クロスセンシング株式会社
　アンドヴィオラ株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　2社

会社名
　株式会社大設
　三井共同建設コンサルタント株式会社

⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
会社の名称
　株式会社未来共創研究所（非連結子会社）
　クロスセンシング株式会社（非連結子会社）
　アンドヴィオラ株式会社（非連結子会社）
　東村山タウンマネジメント株式会社（関連会社）
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建物及び構築物 6年～50年
航空機 2年～ 7年
機械及び装置 2年～14年
車両運搬具及び工具器具備品 2年～20年

　合同会社とみさとエナジー（関連会社）
　Beijing East Map Information Technology Inc．（関連会社）

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Asia Air Survey Myanmar Co., Ltd.の決算日は３月31日であります。連結計算書類の
作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………………移動平均法による原価法
②　棚卸資産

仕掛品……………………………………………個別法による原価法
原材料及び貯蔵品………………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

⑵　重要な固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産……………………………………定額法
なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売可能期間（３年間）における見込販売高に基
づく償却額と見込販売可能期間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却しております。自社
利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっておりま
す。
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③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額
法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員（使用人兼務役員を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計上しておりま
す。

③　役員賞与引当金
役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　完成工事補償引当金
完成した物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上し
ております。

⑤　受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、その
金額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。

⑸　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の及ぶ期間（５～10年）にわたって定額法により償却しております。
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売上高 30,622,373千円
受注損失引当金 244,720千円

⑹　重要な収益及び費用の計上基準
主として、請負業務については、期間がごく短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当
該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に収益
を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対
する発生原価の割合によるインプット法で算出しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
１．工事原価総額の見積り

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
請負業務に関する収益の計上に際して、一定の期間にわたり充足される履行義務については、期間がごく
短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度に基づいて売上高を算定しておりますが、当該収益認識に
係る進捗度の見積りは、見積総原価に対する発生原価の割合によるインプット法で算出しており、工事原
価総額の見積りは、当該収益認識にとって重要であります。
また、請負業務について、工事原価総額が工事収益総額を超える可能性が高く、かつ、当該損失額を合理
的に見積もることが可能なものについては、将来の損失見込額について受注損失引当金を計上しておりま
す。
上記のとおり、一定の期間にわたり収益を認識する方法による収益認識及び受注損失引当金の算定につい
ては、工事原価総額の見積りの影響を受けます。工事原価総額の見積りにあたっては、請負業務案件の契
約内容や性質による個別性が高いうえ、原価項目が多岐にわたるため、業務の完了に必要なすべての作業
内容に係る費用が工事原価総額に含まれているか否かの判断には不確実性が伴います。
なお、工事原価総額の見積りにあたり、業務着手後に作業内容の変更があった場合、当該変更が適時かつ
適切に工事原価総額の見積りに反映されない場合には工事原価総額及び工事進捗度が変動するため、翌連
結会計年度の売上高及び受注損失引当金の金額に影響を与える可能性があります。

－ 8 －



2023/11/15 8:43:45 / 23031012_アジア航測株式会社_招集通知

連結注記表

土　　　　　地 154,000千円
計 154,000千円

長 期 借 入 金 127,520千円
計 127,520千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,149,071千円

コミットメントラインの総額 8,000,000千円
借入実行残高 －

差引額 8,000,000千円

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

３．コミットメントライン契約
当社は、資金調達の機動性及び長期的な安定性の確保を目的として、取引金融機関７社と長期コミットメン
トライン契約（2021年４月～2024年３月）を締結しております。
当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。
⑴　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額を、2019年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当
する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％
に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑵　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額を、2019年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当する
金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当
する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑶　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失と
しないこと。

⑷　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結損益計算書に記載される営業損益を損失とし
ないこと。

４．受注損失引当金に対応する仕掛品の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は37,974千円であり
ます。
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株式の種類 当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発 行 済 株 式

普 通 株 式 18,614 － － 18,614

合 計 18,614 － － 18,614

自 己 株 式

普 通 株 式 ( 注 ) 524 0 － 524

合 計 524 0 － 524

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2022年12月14日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 507,951千円 28円 2022年９月30日 2022年12月15日

①　配当金の総額 562,373千円
②　配当の原資 利益剰余金
③　１株当たり配当額 31円
④　基準日 2023年９月30日
⑤　効力発生日 2023年12月14日

（連結損益計算書に関する注記）
売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額　244,720千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2023年12月13日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。
・普通株式の配当に関する事項
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。一時的な余
資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により調達しております。
なお、デリバティブ取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引先の状況をモニタリングし、財政状態の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとってお
ります。
投資有価証券は市場価格の変動リスクの影響を受けておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式
であり、定期的に時価の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金の調達等を目的としたものであ
り、償還日は最長で決算日後７年であります。
また、営業債務やリース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各部署からの
報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動
性リスクを管理しております。
１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金は、主に設備投資に係る資金の調達等を目的としたものであ
り、償還日は最長で決算日後15年であります。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　投資有価証券 3,590,445 3,590,445 －

資産計 3,590,445 3,590,445 －

⑵　長期借入金 269,806 262,626 △7,179

⑶　リース債務 2,158,103 2,153,210 △4,893

負債計 2,427,910 2,415,837 △12,072

区分 連結貸借対照表計上額
(千円)

非上場株式 1,309,828

組合出資金等 120,625

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」に
ついては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）２．市場価格のない株式等及び組合出資金等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該
金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 3,590,445 － － 3,590,445
資産計 3,590,445 － － 3,590,445

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 262,626 － 262,626
リース債務 － 2,153,210 － 2,153,210

負債計 － 2,415,837 － 2,415,837

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度
一時点で移転される財又はサービス 6,018,339
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 31,285,809
顧客との契約から生じる収益 37,304,148
その他の収益 －
外部顧客への売上高 37,304,148

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,468,371 2,018,731
契約資産 10,455,271 8,571,143
契約負債 908,937 1,105,479

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
等）４．会計方針に関する事項 (6) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）契約資産は、請負業務の進捗に応じて認識する収益の対価に関する権利のうち、未請求のものであり、
対価に対する権利が請求可能になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。
契約負債は、顧客からの前受金であり、請負業務の進捗に応じ収益を認識するにつれて取り崩しており
ます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首時点の契約負債残高に含まれていた額は、572,176千
円であります。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は23,173,211千円であります。当該
残存履行義務は、概ね２年以内に収益として認識すると見込んでおります。
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１．１株当たり純資産額 1,093円81銭
２．１株当たり当期純利益 102円18銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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建物 6年 ～ 50年
構築物 10年 ～ 50年
航空機 2年 ～ 7年
機械及び装置 2年 ～ 14年
工具、器具及び備品 2年 ～ 20年

個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等………………………移動平均法による原価法
⑶　棚卸資産

仕掛品…………………………………………個別法による原価法
原材料及び貯蔵品……………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

⑵　無形固定資産…………………………………定額法
なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売可能期間（３年間）における見込販売高に基づ
く償却額と見込販売可能期間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却しております。自社利用
のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法
によっております。

⑷　長期前払費用…………………………………均等償却法
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員（使用人兼務役員を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

⑷　完成工事補償引当金
完成した物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上して
おります。

⑸　受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、その金額を
合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。

⑹　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
主として、請負業務については、期間がごく短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該
進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に収益を認
識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発
生原価の割合によるインプット法で算出しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異な
っております。
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売上高 30,664,185千円
受注損失引当金 220,116千円

（会計方針の変更に関する注記）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
１．工事原価総額の見積り
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報については、連結注記表の
（会計上の見積りに関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 3,564,789千円

⑴　短期金銭債権 145,198千円
⑵　短期金銭債務 2,740,209千円
⑶　長期金銭債務 7,181千円

コミットメントラインの総額 8,000,000千円
借入実行残高 －
　差引額 8,000,000千円

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

３．コミットメントライン契約
当社は、資金調達の機動性及び長期的な安定性の確保を目的として、取引金融機関７社と長期コミットメン
トライン契約（2021年４月～2024年３月）を締結しております。
当該契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。
⑴ 各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額を、2019年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当
する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％
に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑵ 各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額を、2019年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当する
金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当
する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑶ 各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失と
しないこと。

⑷ 各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結損益計算書に記載される営業損益を損失とし
ないこと。

４．配当制限
2020年12月25日締結のコミットメントライン契約により、当社の各事業年度末日及び第２四半期会計期間
の末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、2019年９月期末日における
純資産の部の合計金額の70％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結及び単体の貸借対照表
に記載される純資産の部の合計金額の70％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に、各々維
持することを確約しております。

５．受注損失引当金に対応する仕掛品の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は18,974千円であり
ます。
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⑴　売上高 763,399千円
⑵　仕入高 3,359,740千円
⑶　営業取引以外の取引高 81,607千円

株式の種類 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式（注） 472 0 － 472

合 計 472 0 － 472

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

２．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額　220,116千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
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（繰延税金資産）
賞与引当金 442,476千円
完成工事補償引当金 18,076
受注損失引当金 67,355
退職給付引当金 942,225
投資有価証券評価損 75,786
子会社株式評価損 64,832
貸倒引当金 56,692
その他 213,889

繰延税金資産小計 1,881,335
評価性引当額 △239,974

繰延税金資産合計 1,641,360
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △843,520
前払年金費用 △75,250
その他 △61

繰延税金負債合計 △918,832
繰延税金資産の純額 722,527千円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容
有形固定資産
主として事業用の生産設備（航空機・機械及び装置・工具、器具及び備品）であります。
上記のほか、生産設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており
ます。
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種類 会社等の
名称

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社
ジ オ テ ク ノ
関西

（所有）
直接100.0

測 量 ・ 調
査 作 業 の
委託

資金の預り
（注） 369,495千円 預り金 369,516千円

子会社
株式会社
プ ラ イ ム プ
ラン

（所有）
直接100.0

測 量 ・ 調
査 作 業 の
委託

資金の預り
（注） 357,480千円 預り金 375,699千円

子会社
株式会社
四 航 コ ン サ
ルタント

（所有）
直接60.0

測 量 ・ 調
査 作 業 の
委託

資金の預り
（注） 445,855千円 預り金 481,946千円

１．１株当たり純資産額 935円11銭
２．１株当たり当期純利益 87円90銭

（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社等

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
（注）当社では、グループ子会社内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システムを導入しており

ます。参加会社間で資金の取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しており
ます。また、利率については市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は提供しておりません。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表の（収益認識に関する
注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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